
20150206 一般財団法人茨城県建築センター

別記様式１号

年 月 日

一般財団法人茨城県建築センター　殿

　下記の住宅の省エネ住宅ポイント対象住宅判定基準適合審査を依頼します。
この依頼書及び提出図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

【住宅の所在地(地名地番)】

【住宅又は建築物の名称】
【住宅の建て方】 □ 一戸建ての住宅 □ 共同住宅等*1  ( □ 個別依頼 □ 一括依頼　)
【住宅の構造】 □ 木造 □ 鉄骨造 □ 鉄筋コンクリート造

□ 鉄骨鉄筋コンクリート造 □ その他（ )
【適用する省エネ住宅ポイント対象住宅判定基準】

□ 住宅事業建築主基準 □ 断熱等性能等級4 □ 省エネルギー対策等級4
□ 一次エネルギー消費量等級4 □ 一次エネルギー消費量等級5
□ 省エネ住宅ポイント対象住宅基準(共同住宅等)（断熱等性能等級4）
□ 省エネ住宅ポイント対象住宅基準(共同住宅等)（省エネルギー対策等級4）

【評価書等の有無】□ 有 □ 無
・ 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく住宅性能評価

□ 設計住宅性能評価書 □ 建設住宅性能評価書
・ 【フラット35】S (金利Bプラン・省エネルギー性)に関する基準に適合

□ 竣工現場検査に関する通知書・適合証明書(新築住宅)
・ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく認定

□ 認定通知書
・ 長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査

□ 適合証
・ すまい給付金制度

□ 現金取得者向け新築対象住宅証明書
・ その他 *2

□ 型式住宅部分等製造者認証書
□ （ ）

※料金欄

*1 個別依頼の場合は住宅又は建築物の名称と併せて住宅番号を記載し、一括依頼の場合は別紙に

必要な事項を記載してください。

*2 上記以外の評価書等を提出する場合は、内容を明示したうえで、その他の欄に記載してください。

＜登録住宅性能評価機関からのお願い＞
　省エネ住宅ポイント対象住宅における省エネ技術導入状況について、住宅の省エネルギー政策の立案に
資するために、個人や個別の住宅が特定されない統計情報として、国土交通省や省エネ住宅ポイント事務局に
提供することがございますので、あらかじめご了承のほどお願い申し上げます。

印

省エネ住宅ポイント対象住宅証明依頼書

依頼者の住所又は

主たる事務所の所在地

依頼者の氏名又は名称 印

※受付欄

代理者の住所又は

主たる事務所の所在地

代理者の氏名又は名称

記

日

第 号

依頼受理者印

年 月
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複数依頼者の概要

依頼者２

依頼者３

依頼者４

依頼者５

依頼者６

主たる事務所の所在地

依頼者の氏名又は名称 印

依頼者の住所又は

主たる事務所の所在地

依頼者の氏名又は名称

印

印

依頼者の住所又は

依頼者の氏名又は名称

省エネ住宅ポイント対象住宅証明依頼書（複数依頼者）

依頼者の住所又は

主たる事務所の所在地

依頼者の氏名又は名称

依頼者の住所又は

主たる事務所の所在地

印

依頼者の住所又は

主たる事務所の所在地

依頼者の氏名又は名称 印
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建築物情報シート

住宅又は建築物の名称

申請の種類 ■ 省エネ住宅ポイント対象住宅証明　依頼書

住宅の建て方・規模 □ 一戸建ての住宅 □ 共同住宅等（ □ 併用住宅 □ 長屋 □ 共同住宅）

※借家は対象外 ※借家は対象外

・構造（ 造） ・構造（ 造）

・地上 階 ・地下 階 ・地上 階 ・地下 階

・住戸数（ 戸） ・審査対象住戸数（ 戸）

基準の確認 □ 住宅事業建築主基準 □ 断熱等性能等級4　※木造のみ

□ 断熱等性能等級4　※木造のみ □ 省エネルギー対策等級4　※木造のみ

□ 省エネルギー対策等級4　※木造のみ □ 一次エネルギー消費量等級4　※木造のみ

□ 一次エネルギー消費量等級4　※木造のみ □ 一次エネルギー消費量等級5

□ 一次エネルギー消費量等級5 □ 省エネ住宅ポイント対象住宅基準（断熱等性能等級4）

□ 省エネ住宅ポイント対象住宅基準（省エネルギー対策等級4）

評価書等の有無 □ 有り（下記のいずれかを選択） □ 無し

※

　 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく住宅性能評価

□ 設計住宅性能評価書

□ 建設住宅性能評価書

【フラット３５】Ｓ（金利Bタイプ・省エネルギー性）に関する基準に適合

□ 竣工現場検査に関する通知書・適合証明書（新築住宅）

長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく認定

□ 認定通知書

長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査

□ 適合証

すまい給付金制度

□ 現金取得者向け新築対象住宅証明書

その他

□ 型式住宅部分等製造者認証書

□ （ ）

建築センターへの 建築確認申請

他の申請について □有り □無し

（予定も含む）
住宅性能評価

□有り □無し

作成者（担当者）

□代理者

□

審査結果送付先

□作成者に同じ

□

証明書送付先

□作成者に同じ

□

料金請求先※

□作成者に同じ

□

※後納請求の場合は、会社名のみ記載 ※現金の場合は、領収書の宛先のみ記載

 

他の機関における評価
書等でも活用できます

会 社 名 TEL

氏 名 FAX

住 所

TEL

氏 名 FAX

会 社 名 TEL

会 社 名 TEL

氏 名 FAX

住 所

FAX

住 所

氏 名

住 所

会 社 名
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設計内容説明書【断熱等性能等級】
※住宅性能評価における「設計内容説明書」が提出される場合には、本書式は提出不要です。

□ □ 等級４ □ 建築主判断基準 □ 仕上表

□ 設計・施工指針の本則（簡易計算法） □ 平面図

（ □ 設計・施工指針の附則（条件付き外皮仕様） □ 立面図 □

□ 外皮平均熱貫流率UAの基準に適合 □ 矩計図

□ 建具表

□ 冷房期の平均日射熱取得率ηAの基準に適合 □ 計算書

□

設計・施工 躯体の断熱 □ 熱貫流率基準を適用 □ 熱抵抗値基準を適用 □

指針の附則 開口部の断熱 開口部比率の区分

を適用する 及び日射 □ 区分（い） □ 区分（ろ） □ 区分（は）

場合 □ 緩和措置あり

□ 窓の断熱(２％緩和） □ 窓の日射(４％緩和）

□ 繊維系断熱材等の使用

□ 防湿層の設置有り □ 除外規定適用（添付図書に内容を記載）

□ 認定書等（品確法）の活用(下記に記入)

□ 通気層の設置有り（繊維系断熱材を使用する場合は防風層設置）

□ 除外規定適用（添付図書に内容を記載）

□ 認定書等（品確法）の活用(下記に記入)

□ 躯体面に断熱材を全面密着 ※鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造等で内断熱工法の場合

□ 断熱補強有り

※
□ 除外規定適用（添付図書に内容を記載）

□ 認定書等（品確法）の活用(下記に記入)

□ 型式認定を活用する場合

□ 等級４ 住宅型式性能認定書の認定番号 □

( )

( )地域

□ 製造者認証を活用する場合

□ 等級４ 型式住宅部分等製造者認証番号 □

( )

( )地域

□ 特別評価方法認定証を活用する場合

□ 等級４ 特別評価方法認定番号 □

( )

( )地域

断　熱　等　性　能
等　　　　　　　 級

特別評価
方 法
認定番号

特 別 評 価
方 法
認 定 書

□

断　熱　等　性　能
等　　　　　　　 級 製 造 者

認証番号

製 造 者
認 証 書

□

鉄筋コンクリート造等の場合
のみ記入

型式認定書

□

断　熱　等　性　能
等　　　　　　　 級 型式認定

番 号

通 気 層

の 設 置

の 設 置

断熱材の施工

熱 橋 部 対 策

結 露 防 止 繊維系断熱材

対 策 防 湿 層

冷 房 期 の 平 均

日 射 熱 取 得 率

）地域

建築主基準
又は設計・
施工指針の
本則を適用
する場合

外 皮 平 均

熱 貫 流 率

確 認 欄

断 熱 等 性 能 適 用 す る 基 準
評価員
記入欄

等              級

断熱性能
判断方法

断熱性能区分 確 認 設 計 内 容 説 明 欄 設計内容

※ 項 目 項 目 設 計 内 容 記 載 図 書
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設計内容説明書【省エネルギー対策等級】
※住宅性能評価における「設計内容説明書」が提出される場合には、本書式は提出不要です。

□ □ 等級４ □ 特別評価方法認定を受けた計算方法である □ 仕上表

□ 年間暖冷房負荷の基準値に適合 □ 平面図

（ □ □ 熱損失係数（Ｑ値）の基準に適合 □ 立面図 □

□ 夏期日射取得係数（μ値）の基準に適合 □ 矩計図

□ 窓の夏期日射侵入率（η値）基準に適合 □ 建具表

□ 夏期日射に関する建具等の基準に適合 □ 計算書

□ □ 断熱構造とする部分の基準に適合 □

躯体の断熱 □ 熱貫流率 □ 熱抵抗値 □

開口部の断熱 □ 熱貫流率 □ 建具等基準

開口部等の日射 □ 夏期日射侵入率（η値） □ 建具等基準

□ 夏期日射取得係数（μ値）

□ トレードオフ規定等の適用（添付図書に内容を記載）

□ 窓の断熱(２％緩和） □ 窓の日射(４％緩和）

□ 繊維系断熱材等の使用

□ 防湿層の設置有り □ 除外規定適用（添付図書に内容を記載）

□ 認定書等（品確法）の活用(下記に記入)

□ 通気層の設置有り（繊維系断熱材を使用する場合は防風層設置）

□ 除外規定適用（添付図書に内容を記載）

□ 認定書等（品確法）の活用(下記に記入)

□ 躯体面に断熱材を全面密着 ※鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造等で内断熱工法の場合

□ 断熱補強有り

※
□ 除外規定適用（添付図書に内容を記載）

□ 認定書等（品確法）の活用(下記に記入)

□ 型式認定を活用する場合

□ 等級４ 住宅型式性能認定書の認定番号 □

（ ）

( )地域

□ 製造者認証を活用する場合

□ 等級４ 型式住宅部分等製造者認証番号 □

（ ）

( )地域

□ 特別評価方法認定証を活用する場合

□ 等級４ 特別評価方法認定番号 □

（ ）

( )地域

省エネルギー
対　策　等　級

特別評価
方 法
認定番号

特 別 評 価
方 法
認 定 書

□

型式認定書

□

省エネルギー
対　策　等　級 製 造 者

認証番号

製 造 者
認 証 書

□

省エネルギー
対　策　等　級 型式認定

番 号

通 気 層

の 設 置

断熱材の施工

熱 橋 部 対 策

鉄筋コンクリート造等の場合
のみ記入

の 設 置

基 準 係 数 等

の 基 準

熱 貫 流 率

緩 和 の 適 用

結 露 防 止 繊維系断熱材

対 策 防 湿 層

等 の 基 準

確 認 欄

省エネルギー

年 間 暖 冷 房 負 荷
評価員
記入欄

対  策  等  級

）地域 適 用 す る

設計内容

※ 項 目 項 目 設 計 内 容 記 載 図 書

熱 損 失

断熱性能
判断方法

断熱性能区分 確 認 設 計 内 容 説 明 欄
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記

物　　件　　名

敷地の地名地番

年 月 日

住　所

氏　名
印

平成

・省エネ住宅ポイント対象住宅判定基準適合審査の依頼業務に関する手続き、提出図書の作成、訂
正及び登録住宅性能評価機関から交付される文書の受領

委　任　状

下記に関する権限を委任します。

私は を代理人と定め
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